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前 書 き 

 

認知症、知的・精神障害などで判断能力が不十分な者は、不動産や預貯金などの財産

を管理したり、介護サービスや施設への入所に関する契約を結んだり、遺産分割の協議

をしたりする必要があっても、自分でこれらのことをするのが難しい場合がある。また、

自分に不利益な契約であってもよく判断ができずに契約を結んでしまい、悪質商法の被

害に遭うおそれもある。このような判断能力の不十分な者を保護し、支援するための制

度が成年後見制度である。今後、少子高齢化の進展により、身寄りのない高齢者の増加

が見込まれるなど、成年後見制度の利用ニーズは、より一層高まっていくものと考えら

れる。 

このような中、国は、成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28年法律第 29

号）に基づき、５年を一期とする「成年後見制度利用促進基本計画」を策定して制度の

利用促進を図っており、その利用者数は、令和７年 12月末日時点で約 26万人に上って

いるものの、厚生労働省の調査結果によると、制度の利用者数には市区町村ごとに大き

なばらつきがみられる。 

本調査は、成年後見制度の利用ニーズが高まっていく中で、当該制度を必要とする者

が確実に利用できるよう、制度の利用促進に係る市区町村の取組状況等を調査し、市区

町村による地域の実情を踏まえた計画的な取組の推進に資することを目的として実施

したものである。 
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